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論　　文　　の　　要　　旨
　本論文はヨ地域経済とりわけ東南アジア地域における生物資源として重要な貢献度を示している
内水面養殖業ラ特にテラピア（○．ni1Oti㎝S）にっいて雪バイオエコノミック的アプローチ。すなわ
ち資源としての生物的反応を経済的1社会的画生態的条件下で最適化を図る方法によりながらヨ同
産業の経済効率性の上昇と内水面最適利用のための政策提言を行おうとしたものである。
　（1）データ
　1次データと2次データからなっているが、本論文の主要データは前者の1次データである。こ
れは1986年及び1990年の両年においてヨフィリピン、ラグーナ州ラサンパロック湖におけるテラピ
ア養殖者60戸について詳細な精密個別聞き取り調査によって収集されたものである。
　（2）主なる成果
　1）収量に関する生産性分析
　収量を従属変数とするコブーダグラス型生産性関数分析の結果ヨ収穫時期における魚体サイズラ
養殖密度ヨそして給飼率は収量に強い影響力を与えることが明らかになった。また雪外部変数とし
ての「サンプルケージを中心とした一定半径内の他生産者のケージ面積」を導入したがこの変数は
収量には有意に影響を与えないことが判明した。その結果事高給飼率の現状ではケージ過密状態は
避けられることが明かとなった。更に湖面立地変数も同様に収量に関しては有意ではなかったがヨ
この結果は湖面立地条件の重要性は以前にくらべて著しく弱まっていることラ従ってテラピアの成
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長は湖水のみによる栄養吸収状態からますます無縁となる傾向にあることを示している。
　2）収量に関する多変量解析
　ここでは共分散分析と林式数量化理論Iモデルの適用を試みた。その結果，収量と給飼率問では
強い相関関係が見られることラしかし雪1㎡当たり5㎏の給飼率以上になると飼料効率は低下する
ことが判明した。
　3）所得分析
　1986年と1990年を比較すると害純所得は1㎡当たり19．74ペソから45．22ペソヘと急増しているが、
その主要な原因は高給飼率化であった。また菅100㎡ケージと200㎡ケージの比較による場合冒それ
ぞれ55．82ペソ里35．50ペソとなりヨ小規模ケージの有利性が示された。
　4）最適投入分析
　最適な養殖密度は現行の1㎡当たり19稚魚から367稚魚と約19倍とかなり高い養殖密度となるこ
とが判明した。そしてこれを中国の事例1㎡当たり2，000－2，500稚魚と比較する場合纈それほど極
端に大きなものではないことが示された。最適給飼率は3．03㎏／㎡となり事現行の6．56㎏の半分と
なりヨこのことは現行の養殖密度状態ではすでに過剰な給飼率となっていることを示している。
　5）非効率性分析
　確率的フロンティア費用関数を推計することによってサンプル養殖生産者それぞれに関する非効
率性が計測された。非効率性の度数分布はO．69％から68，57％と広い範囲の分散状態を示しているこ
とラそして10％以上の非効率性を持つ生産者は全体の35％にも及ぶことが確認された。
　次にこれらの非効率性の要因確認に関する多変量回帰分析をおこなったがラケージ1サイズ里養
殖密度そして養殖期間は非効率性に対して影響を及ぼすことが知られた。またヨ現行の産出水準を
前提とするとき費用最小化ケージ1サイズは26㎡となり雪現行の176㎡はそれの約7倍にもなること言
養殖密度は現行の約10倍の1㎡当たり176稚魚となることがそれぞれ示された。
　6）政策提言
　以上の諸分析の総合的結論としてヨ推奨技術かつ現行技術そしてラグしナ’湖発展局（LLDA）によ
る漁業地域策定計画のあり方に対して重大な変更をもたらすものとなることになる。現行の主要技
術は低養殖密度1大ケージサイズであり事それに対して本論文の分析結果は完全に逆の技術を示唆
している。すなわち、高養殖密度1小ケージサイズというものである。LLDAはサンパロック湖の
養殖面積を現行の30ヘクタールから半分の15ヘクタールに制限しようとしているがラそのような政
策を実現しようとすれば半数の養殖者が同湖から駆遂されざるを得ないという大変革が必要とな
りヨ深刻な社会問題とならざるを得ない。しかし里本研究の結果によれば養殖面積の半減政策は本
研究が推奨する高養殖密度1小ケージサイズ技術によってラ養殖者数を半減させることなく実行可
能であることを示しており害湖面の多角的利用と現行養殖者の権利保存の両者が矛盾無く実現でき
る、という重要な示唆となる。
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審　　査　　の　　要　　旨
　本研究は内水面における生物資源の最適利用と適正政策のあり方を見いだそうとしてヨテラピア
養殖に関するバイオエコノミック的接近と近年新しく開発された効率的計量経済学的手法による、
内水面養殖業に関する斯界幡矢的業績である。
　計量経済分析に充分な標本数である60戸の養殖者に対する綿密な個別インタービュウーによる
データ収集を行い菅結果的に2ケ年に関するパネノレデータを確保することができたのは事その後の
分析を容易にし意味ある結論を得ることに極めて効果的であったと考えられる。
　本研究の最大の成果としてヨテラピアの現行及び推奨技術を逆転させることによってヨ生物資源
利用が最適化されヨあわせて湖水面という公的な自然資源の多角的利用の可能性うさらにその場合
現行の養殖者を同産業から駆逐する事なしに実現可能であるという点を事客観的に明らかにするこ
とができたことである。この結論はラ今後の生物資源及び環境資源の適正利用ラ生産者数の保存と
生産所得の適正水準の実現などという夢フィリピンおよびその他のアジア諸国の関連問題解明に貢
献することになることが予想され，高く評価される。
　よってラ著者は博士（農学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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